
国土交通省 平成22年度第1回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

2012年3月22日 （広島会場）
住宅・建築物省CO2先導事業等説明会

採択プロジェクト紹介

Clean&Green

TODA BUILDING 青山

戸田建設株式会社

「環境最先端テナントビル」

※2010年（平成22年）６月29日着工
2011年（平成23年）３月末 竣工

■戸田建設の自社事業
（設計・施工・管理運営）

■中規模テナントオフィスビル
（床面積：3,755㎡）
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ダブルスキンカーテンウォールと
透過型太陽光発電パネル
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エントランス外観
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２階平面図

３-８階平面図

１階平面図

３-８階事務室

２階事務室

１階エントランスホール
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■環境目標

① CO2排出量：（従来の事務所ビルの※平均値に対し）40％削減

② CASBEE評価：

（建物の環境性能の評価で最高ランク）Ｓランクの獲得

③ 省エネルギー性能評価：

（ＰＡＬ/ＥＲＲ最高ランク）段階３-３の性能

※2009年版（財）省エネルギーセンター算出値：２３０３ＭＪ/㎡・年

（平成9～17年に調査した一般的な事務所ビルのエネルギー消費量）

※ＣＡＳＢＥＥ：建築環境総合性能評価システム

ＰＡＬ：建築物の断熱性能に関わる基準（省エネ法）

※建築物の年間熱負荷係数：25％以上削減

ＥＲＲ：建築設備の省エネ性能に関わる基準

（東京都建築物環境計画書制度）

※設備システムのエネルギー消費の低減率：

35％以上削減

←段階３-３

Ｅ
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減
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ＰＡＬ削減率（％）
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2008年版

CASBEE認証 Sランク取得

（BEE値＝4.2）

2010年版

CASBEE認証 Sランク取得

（BEE値＝3.4）
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■TODA BUILDING青山で採用した 「50の環境配慮技術」
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主な環境配慮技術
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■透過型太陽光発電パネル ■屋上太陽光発電パネル

薄膜系アモルファスシリコン太陽電池モジュール

年間推定発電量：2,000kWh/年

多結晶シリコン太陽電池モジュール

年間推定発電量：14,000kWh/年

外観デザインと調和したシースルータイプの太陽光発電

屋上の太陽光発電

外観デザインと調和した
太陽光発電
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■ダブルスキンカーテンウォール

【夏期】・ダブルスキン内の暖気を最上部で排気

・電動ブラインドにより日射の制御

【冬期】・ダブルスキン内の暖気で断熱性を向上

・暖気を室内に導入し空調負荷を低減

外部 ダブルスキン内部

外壁をダブル（2重）とすることで
室内の快適性と遮音性能を向上

事務室インテリア
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■輻射天井空調システム（２階事務室）

天井アルミパネルに冷温水を循環。

パネル温度をコントロールし輻射熱で快適な空調。

配管された天井パネル（裏面）

２階事務室の天井パネル

（アルミスパンドレル）
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■地中熱の利用

場所杭1300φ  深さ（GL –34ｍ）

・杭の廻りに設置したパイプに水を通し

地中熱を採熱。

・２階の輻射空調の熱源に利用。

採熱配管配管設置の施工状況

地中の安定した温度（年間通じて15～17℃）を利用した省エネ
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■「光ダクト」（昼光利用）の採用

内部が鏡面になっているダクトに太陽の光を採り込み、
反射を利用して自然光を遠くへ届けるシステム。

６階ＥＬＶホールの天井

太陽光を採りこむ部分（屋上）
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■その他の環境配慮技術（抜粋）

●デシカント方式の採用
温度と湿度を個別に制御できる空調方式。

冷房で高めの温度設定でも湿度を下げて快適。

（空調による電力消費全体の約10％削減）

●冷暖フリーマルチの採用
空調のゾーニングを細かくし、

ゾーン毎に冷房・暖房が可能。

ゾーンに応じた無駄のない温湿度設定。

人のいないエリアをセンサーで感知し、

照明を自動的に暗くする省エネ。

■空調（3-8階事務室）

■人感センサー照明（3-8階事務室）
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省CO2意識の啓蒙と波及・普及への取組み

戸田建設
（戸田建設グループ）

千代田土地建物

テナント各社（総務担当）

維持管理
（連携）

①環境ヘルプデスクの設置：環境や運用に関する相談窓口

②テナント会議の開催：省CO2状況を確認。更なる工夫。

③省CO2の経済メリットの配分：インセンティブにつながる仕組み

④表彰制度：省CO2に対する優れた提案を表彰

活

動

活

動

エコインフォメーションの提供

・各テナント部分にモニターを設置し

テナント様が実際に使っている

電力量を表示。

・電気代も分かるので、省エネ意識が

高まります。
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省CO2型低層賃貸住宅
普及プロジェクト

積水ハウス株式会社

国土交通省 平成23年度第1回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

2012年3月22日 （広島会場）
住宅・建築物省CO2先導事業等説明会

採択プロジェクト紹介

賃貸住宅の現状の課題

1

積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

一戸建て
５４．４％

共同中高層
２４．８％

共同低層
１８．０％

長屋２．７％

その他
０．００１％

全ストック（約4,828万戸）の建て方内訳
H20 住宅・土地統計調査（総務省）

この約９割
が賃貸

この約７割
が賃貸

この約７％
が賃貸

● しかし、賃貸住宅は一般的にオーナーの資産活用・税金対策を目
的に建設されています。

● このため、できるだけ初期投資を安く抑え、早期に回収できるのが
良いとされ、性能の低い建物が建てられているのが実態です。

● 低層賃貸住宅（一戸建
て・長屋含む）は日本の全
住宅ストックのうち約２割を
占めることから、民政住宅
部門のCO2削減を推進す
るためには無視できない
対象です。



賃貸住宅の現状の課題
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積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

● 一方で最近では生涯を賃貸住宅で住まう人も増えてきていま
す。戸建住宅と同様、省エネで快適・安全・安心な賃貸住宅も
ニーズとしてはあるはずです。

● しかし、このような良質な住宅は初期投資が高くなるため、なか
なか建設されません。

● この状況を改善するためには、一部の建設業者の自主努力や、
一時的な補助金による推進では効果が短期的・限定的です。

● 根本的な改善には、より多くの賃貸住宅経営者と入居者の考え
方を変え、賃貸住宅市場に省CO2型賃貸住宅が自然に増える
状況とする必要があります。

本プロジェクトの提案

補助金により、オーナーにとっての初期負担を軽減し、まずは
世の中に多くの省CO2型賃貸住宅を実際に建設します。１

次に、このような賃貸住宅
を建てること、住むことの
メリットを検証します。

２

メリットを、様々な手法で
世の中に紹介します。３

これにより、賃貸住宅市場に省
CO2型賃貸住宅が自然と増える
状況のきっかけを作り出します。
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積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト



省CO2型賃貸住宅の仕様
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積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

冷房 2%

暖房

29%

給湯

33%

照明・家電

26%

調理

10%

暖冷房用途のＣＯ２削減

給湯用途のＣＯ２削減

照明他のＣＯ２削減

断熱仕様の強化

通風・採光配慮

高効率暖冷房設備

節湯型機器

高効率給湯機

蛍光灯・ＬＥＤ照明

見える化モニタ

太陽光発電

更に

エネルギー消費の内訳
（出典：エネルギー経済統計要覧）

まずは建物・設備で総合的に省エネに取組むまずは建物・設備で総合的に省エネに取組む

省エネサポート

次に太陽光発電を入居者系統に連携する次に太陽光発電を入居者系統に連携する

更に見える化モニタ・省エネサポート更に見える化モニタ・省エネサポート

入居者メリットの創出

光熱費＆
CO2排出量

省エネ仕様
・ 次世代省エネ断熱仕様
・ パッシブ設計
・ 高効率設備機器の採用

創エネ仕様
・ 太陽光発電の入居
者系統連係

省エネ生活サポート
・ 省エネ見える化モニタ
・ 省エネ生活サポート

■省CO２の取組みで、入居者メリットを創出する

■期待される効果
・入居者は快適に暮らしつつ、大幅な省ＣＯ２効果が得られる
・光熱費削減効果に満足感が得られる
・省エネ生活サポートにより入居者の省エネマインドを醸成
・退去後も、転居先で省CO2型住宅を選択することが期待できる 5

積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

光熱費＆
CO2排出量

光熱費＆
CO2排出量

光熱費＆
CO2排出量



地域メリットの創出

■外構計画で、地域環境を豊かにする

地域の景観向上
・ 周囲の街並みと調和する建物・外構
をトータルに計画
・ 住棟の向きや、道路からの距離感な
どを眺望等を考慮しながら計画

地域の自然環境配慮
・ 高い緑比率
・ 郷土種中心の植栽（５本の樹計画）によ
る生態系の保全
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積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

■期待される効果
・ パッシブ設計による暖冷房負荷の軽減につながる
・ 入居者に自然が感じられる豊かな生活環境を提供する
・ 地域にとって好感のもてる賃貸住宅となる

オーナーメリットの創出
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積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

・ 高い入居率を継続
・ 高い家賃設定による早期の初期投資回収

■入居者メリット・地域メリットは、即ちオーナーメリットになる

・ 地域の自然環境を保全する社会貢献
・ 良質な街並みを形成する地域貢献

入居者メリット 地域メリット

オーナーメリット

長寿命化をサポートする様々な取組み
２０年保証、延長保証制度、定期点検、独自の積立制度による
計画的な補修、適切なリフォームの実施など

その他の取組み
部材製造・輸送段階の生産効率化、生産工場・施工現場のゼロ
エミッション

・ 高い資産価値 → 適切に管理し続けられ、長寿命となることが期待できる。

ＬＣＣＭ

このような賃貸住宅は経営上、有利であるという成功事例
を広く情報公開

普及・波及効果

居住段階の
省ＣＯ２
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普及・波及のための取組み

● 本プロジェクトで建設した賃貸住宅の入居者の満足
度・関心度をアンケートや入居率の実績などにより調
査し、エネルギー消費実績に基づく省エネ生活サ
ポートの効果、また地域の相場よりも高く家賃設定で
きること等を検証します。

積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

取組み効果の

検証

一般的な賃貸住宅

本プロジェクト仕様の

賃貸住宅
（オール電化＋太陽光２ｋW）

0 100,000 200,000 （円/年）

174,400

24,400

150,000円/年の削減効果

12,500円/月の削減効果

東京、２ＬＤＫ（５５ｍ２）、３人家族における光熱費計算例

この範囲内で家賃アップを検討
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普及・波及のための取組み

● 賃貸住宅管理会社と協
力し、賃貸住宅を探して
いる人達に、省CO2型賃
貸住宅のメリットをホーム
ページや賃貸業者の窓口
において情報提供します。

● 得られた結果を賃貸住宅経営者や、賃貸住宅経営
をサポートする税理士に対し、公開セミナー・Web媒
体などを活用し広く情報提供します。

積水ハウス株式会社
省CO2型低層賃貸住宅普及プロジェクト

検証結果の

公開



2012年3月22日 （広島会場）
住宅・建築物省CO2先導事業等説明会

採択プロジェクト紹介

地域循環型ゼロエネルギー住宅／
山口・福岡モデル

国土交通省 平成23年度第２回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

提案者名

㈱安成工務店

山口県

福岡県

S26年豊北町創業

27,743⇒11,479

16､264人減

S59年本社下関移転

269,169⇒242,404

26､765人減

H 8年北九州市

1,067,915⇒983,235

84､680人減

H 5年～ 山口県内へ拠点展開

1,609,839⇒1,459,519

150､320人減

H 15年福岡市

528,952(S30)⇒1,445,628

916､676人増

■安成工務店の拠点地図

事務所

モデルハウス

木の家づくり展示館

人口減少・市場縮小をいち早く感じ取り、S59に
本社を下関市に移動、現在は福岡市にグループ社
員の３割を配置し、４割の売上高を占めるに至る。
地域再生を担う建設業を目標としている。
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■提案プロジェクトのコンセプト

ＬＣＣＭの取り組みをユーザーが体験しながら、理解と
意識を高め、入居後も継続して省ＣＯ２住宅を住みこな
していくための学びと啓蒙の仕組みを持つプロジェクト

●省エネ地域区分⇒ⅣまたはⅤ地域
●躯体性能

断熱材⇒セルロースファイバー（デコスドライ工法）
開口部⇒アルミ樹脂複合サッシ Ｌｏｗ-Ｅガラス

↓
住宅事業建築主基準 断熱区分（エ）

●自立循環型住宅設計ガイドライン
⇒軒、庇、採風雨戸などによる日射遮蔽

●ＣＡＳＢＥＥ戸建評価
⇒ＢＥＥ☆☆☆☆ ＬＣＣ０２☆☆☆☆

●自社開発省エネシミュレーション
「ｅｃｏ－ｓｈｉｐ」にて光熱費等を試算
⇒設計段階で確認しながら省エネ仕様を決定する

■提案住宅の性能

3



■提案住宅の省エネ設備

●空気集熱式ソーラーシステム（ＯＭソーラー）
+

●太陽光発電システム
+

●太陽熱利用給湯器
住宅事業建築主基準に基づき
ＣＯ２削減量⇒６．０８ｔ／年
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■地域循環の取り組み①～森林体験 大分県上津江～

●輪掛け天然乾燥材（横架材に使用）
⇒木にストレスをかけず、

ゆっくり乾燥
本来の色艶、香り

機械乾燥との比較
ＣＯ２削減量⇒０．５０ｔ／戸

5

●貯木場や製材工場の見学
林業従事者「きやどん」
との交流



■地域循環の取り組み①～森林体験 大分県上津江～

6

■地域循環の取り組み②～断熱材と地域通貨～

●セルロースファイバー断熱材
⇒低エネルギーでの製造
ＣＦＰ認証制度表示認証取得
調湿性能を持った多機能断熱材

●地域通貨による循環型社会の実践

7



■地域循環の取り組み③～端材の再利用～

●自社プレカット工場の端材を木質ペレットに再利用
⇒自社開発のエコタウンの地域集中冷暖房の熱源
⇒個別ペレットストーブの熱源

重油および灯油換算
ＣＯ２削減量⇒１．９７ｔ／戸

8

9

■地域循環の取り組みの先に…

素材にいかに負荷をかけずに製品がつくれるか。
木材や新聞紙などの資源をいかに無駄なく使うか。
それを考えることでＬＣＣＯ２が少ない家になる。

地域循環の取り組みをたくさんの人に見学していただく。
これが普及・波及そして継承に向けて最も効果的。

地域でモノが循環することで、地域経済が活性化する。
地域に貢献できる、地域に必要とされる会社になれる。
つまり、人口減少の社会の中で地域再生を担う集団となれる。


